
奈良市市民企画事業の見直しとそれに係る他自治体の事例

資料７

課題
②各課で個別に予算要求す
るため、担当課の負担が増

えた。

解決案
各課で個別に予算要求する
のではなく、協働推進課が

予算を確保する。

千葉県 栃木県 豊中市 愛知県東海市

千葉県パートナーシップ市
場事業

ＮＰＯ等からの提案による県
との協働事業

豊中市協働事業
提案制度

東海市まちづくり協働推進
事業

平成１５年度 平成１９年度 平成１６年度 平成１９年度

協働事業提案制度の応募
前の時期には、県とＮＰＯが
意見交換を行う機会を設け
ていたが、意見交換を行わ
ないままに提案が出される
ことがあった。両者のコミュ
ニケーション不足の状態で
提案が出され、その場合、
課題認識のずれが残された
まま、選考の段階で成果の
見込みが低く評価される事
業が多くなったり、実施が決
定してからの合意形成が困
難になるなどの問題点が
あった。

公募プロポーザルの結果、
事業が採択されても、テー
マ担当課とＮＰＯとの間で
テーマに関する課題認識に
ずれが生じており、事前実
施前の協議・調整に時間を
要していた。

提案したＮＰＯと市の意見交
換・情報共有が不十分なた
め、課題認識の共有や行政
需要とのマッチングができな
いまま審査を進めることに
なり、結果として提案の成案
化・実施が困難になる。

事業担当課の予算枠のみ
では、協働の事業数拡大が
難しい。

変更前：県とＮＰＯとが個別
意見交換を行う機会を設け
ていた。

変更後：県とＮＰＯとが個別
意見交換を行う機会を、協
働事業提案制度に応募する
ための必須条件として義務
付けた。

変更前：ＮＰＯへの事業説明
会の実施なし

変更後：公募期間中に県
（テーマ担当課の説明を含
む）がＮＰＯへの事業説明会
を実施。

変更前：募集説明会（６月上
旬）→募集期間（約２週間）

変更後：募集説明会（４月上
旬）→募集期間（約１か月）

※募集説明会を前倒し、募
集期間にゆとりを持たせ、Ｎ
ＰＯと市の関係課との意見
交換、情報共有が進むよう
に変更。

変更前：各課で個別に予算
要求し、協働の担当課（市
民協働課）が協働事業であ
るため予算増になることを
補足説明する。

変更後：市民協働課が実施
計画の段階で予算枠を確保
し、各課が担当する事業に
かかる経費に対応する。

平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２１年度

県行政側の事業担当課が
何も知らない事業企画が提
案されることは無くなった。

テーマ担当課の意図をある
程度踏まえた企画が提案さ
れるようになった。

募集説明会で、応募前に市
の関係課に質問したり情報
提供を求めたりすることがで
きる旨をＮＰＯに伝えたが、
ＮＰＯと市の事前の意見交
換・情報共有は思うように進
まなかった。

協働事業における予算額
の増加に対する事業担当
課の負担軽減になった。

奈良市
市民
企画
事業

①提案される内容が公園の整備や観光分野など一部の担当課に偏っていた。

事前説明会や意見交換会を行うことで、提案内容の偏りを調整する。

　（参考）ＮＰＯ活動推進自治体ネットワーク
　「より良い協働事業提案制度を考える」（平成22年）
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